
東京都中小企業振興ビジョン 
について 

平成31年2月12日  
産 業 労 働 局  



〇３つの大きな変化  
    【グローバル化の進展】     【ICT技術の広がり】       【人口の減少】 

 
 
 
 
 
〇社会経済の動き  
 ✓ 製造業における競争の激化   ✓ 産業構造の変化          ✓世界を目指す企業 
 ✓ サービス化の進展              ✓ ビッグデータ                ✓高齢化の影響 
 ✓ 経営面での新しい潮流      ✓ シェアリングエコノミー     ✓慢性的な人手不足 
 ✓ グローバル人材の活躍       ✓ 消費者の価値観の多様化 ✓働き方改革、多様性 
     ✓オープンイノベーションの機運の高まり         ✓厳しい地域経済 

        【５つの目指すべき姿】    

東京都中小企業振興ビジョン～未来の東京を創るⅤ戦略～の概要 

○都内中小企業が様々な時代の変化に的確に対応して輝き続けられるよう、中小企業振興 
  を総合的かつ計画的に進めるためのビジョンを作成 
○「都内産業の現状」や「３つの環境変化と社会経済の動き」の分析を踏まえ、「目指すべき 
  姿」や「達成目標」、「施策の方向性」などを明示 
○効果的な施策展開を実現するための取組についても取りまとめるとともに、２０２０年東京 
  大会開催後の先の未来を見据え、概ね１０年程度の期間をビジョンの対象    

１ 概 要 

（１）世界でも最大級を誇る東京の人口・経済規模 
 ○ 都人口：約1,300万人✓全国の約1割 ○ 都内総生産：約105兆円✓全国の約2割 

   ● 国内総生産に占める都内総生産の割合は低下 
（２） 多様な産業の集積 
 ○ものづくり中小企業、情報通信業が集積 ○大企業や大学等も多数立地  
 ● 製造業や卸売・小売事業所数は低下傾向  
（３） 産業を支える都市インフラ  
   ○充実した高度な都市インフラ  ●計画的な更新が必要   

２ 都内産業の現状 

３ ３つの環境変化と社会経済の動き 

４ ビジョンが目指すべき姿 

（１） 持続可能性のある経営を実現 

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展 

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上 

（５） 多様な人材が中小企業で活躍 地   域  人   材 
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５ 達成目標及び５つの戦略と施策の方向性 

６ 効果的な施策展開を実現するために 

  

都内の黒字企業割合 

５０％超 

業績※成長の都内中小 

企業割合５５％以上 

都内の開業率 
１２％ 

都内全ての自治体の 
経済成長率※プラス 

都内企業（従業員30人 
以上）のテレワークの 

導入率７０％ 

戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化 

戦略Ⅲ 起業エコシステムの創出 

戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進 

戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備 

戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進 

＜参考＞ 2016年度32.0％   
 東京都「東京都税務統計年報」 

＜参考＞ 2017年度45.5％ 
東京都「東京都中小企業の景況」 

＜参考＞ 2017年度5.9％   
 厚生労働省「雇用保険事業年報」 

＜参考＞ 2016年53％（33/62自治体）   
総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

＜参考＞ 2018年度19.2％   
 東京都「多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）」 

※ 区市町村ごとの付加価値額の伸び率 

※ 売上高の対前年度比 
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① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化  
② 中小企業における中核人材の育成促進  
③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備 

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展  
② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援  
③ 商店街の活力向上のためのサポート  
④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化  
⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

① 起業が身近な選択肢となる環境の形成  
② ベンチャー企業の育成支援  
③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く 
  生み出す重点的な支援  
④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し  
⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

① 次世代型ものづくりのサポート   
② 革新的な製品やサービスの創出への支援  
③ オープンイノベーションの促進  
④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援  
⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上 
② 販路開拓の強化    
③ 経営の安定化に向けた基盤づくり  
④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進   
⑤ 円滑な事業承継のためのサポート 

① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現 
② 支援機関の強化 
③ 中小企業の利便性の向上 
④ 施策の認知度の向上  



 パイプ加工を主力事業とする武州工業株式会社

（青梅市）は、タブレット端末を活用し、出退勤

から、在庫や工程不良等を管理。生産工程の

20%の効率化を実現し、そのノウハウをスマホ

アプリとして販売できるレベルにまで到達した。 

■中小企業におけるＲＰＡの導入 

■工場のＩｏＴ化の徹底 
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 RPAや業務改善のシステムの導入支援を主力事業とす

るユーザックシステム株式会社（中央区）は、近年中小

企業に対するRPAの販売やサポートに力を入れている。

同社が支援した企業では、21の業務を自動化し、月間

140時間の時間短縮に成功。今後導入範囲を拡大するこ

とで、さらなる業務時間の削減が見込まれるという。 

 同社は「一見すると短時間の業務でも、積み重ねれば大きな時間を生む。積極的

なRPA活用は中小企業の生産性向上に大いに寄与する。」と広報誌や展示会などで

具体的な成功事例を発信し、試験的な導入を勧めている。 

 東日本プラスチック製品加工協同組合では、若

手経営者らが結集し、都の支援による専門家の助

言等も活用しながら、それぞれの技術を持ち合い、

従来にはない災害時用の「折り畳み式貯水タン

ク」を共同開発した。防災用備品として、地方自

治体や大型の小売店などに多数納入されているな

ど、高く評価されている。 

 

■下請け依存からの脱却をめざして若手経営者が新製品を開発 

Column 

Column 



 ようやく自分自身の組織ができたと感じられる

ようになっている諏訪社長は、中小企業の事業承

継を促進するために行政に期待する。「支援を知

らない人に、支援を知ってもらうこと、赤字企業

も含めたM&Aによる新たな価値の創出、新たな経

営者へのメンタルケアなどにより早期に承継の準

備を促すことが重要。」と今日も様々なチャレン

ジを続けている。 

■経営の安定化に３年 

 職人による多品種少量生産に強みを持つ、金属加工業のダイヤ精機株式会社では、

社長を務めていた父の他界に伴い、次女の諏訪貴子氏が2004年に急遽会社のトップ

に就任したものの、事業承継の準備は全くできていなかった。 

事業承継のための３ステップ  
              出典：中小企業庁 

 

 そこで、まず３年は経営の安定化に専念するこ

ととし、相続や金融機関との契約手続きに加え、

社内の改革を行った。就任後1年目には、主に社員

の意識改革やボトムアップでの組織体制を、２年

目は設備投資を行うほか、生産性と技能承継を同

時に進める教育モデルの確立に取り組んだ。３年 

目には、前年までの改革の標準化や職人から若手社員へのマンツーマン・トレーニ

ングなどを実施した。 

 さらに、新規顧客の開拓や人材確保・育成も加速させた。その結果、20代・30

代社員が最も多い組織構造を作ることに成功した。 
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■早期に事業承継に向けた準備を 

Column 
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■ものづくりの上流へ 

 精密板金、金型・プレスなどの金属加工技術を強みとする株

式会社浜野製作所（墨田区）は、創業当初は量産用の部品を手

がけていたが、取引先各社の海外シフトが進む中、多品種で少

量の部品加工にも着手。現在では、様々な分野において開発設

計支援を行い高い競争力を確保している。 

 同社は電気自動車「HOKUSAI」や深海用無人

探査艇「江戸っ子1号」の開発など、大学や地元

中小企業等と連携した製品開発に取り組んだ。こ

れらを背景に、経験豊富な職人自らがアイデア・

構想段階から設計に加わり、プロトタイプの製作

から量産化に至るまで一貫したものづくり支援を 

TOKYO Hardware Startup 
incubation Center  

行う「Garage Sumida」を設立し、多くのベンチャー企業の開発を支援している。 

■東京から新たな創業・起業・市場を生み出す！ 

 浜野社長は「業界・業種・地域・企業規模を超えた連携やお互いの得意分野の技

術・サービス・ノウハウを持ち寄って、東京から新たな創業・起業・市場を生み出

す。」と東京でのものづくりベンチャーのエコシステムの構築に日々取り組んでい

る。 

■中小企業におけるオープンイノベーション 

Column 



■社会的課題の解決に向けたLIMEXの貢献 

 

■今後のグローバル展開と中小企業との連携 

 製品開発では東京都立産業技術研究センターの技術支援を受けながら開発を実施。

また都の認定を受けて、東京マラソンのマップの素材として採用されたほか、国内

では既に3,000社以上が名刺やメニュー表などでLIMEXを使用している。同社は

「社会的課題の解決には行政との連携が重要。」として、自治体との一層の連携を

通じた実証実験の実施等を検討している。今後は「評価の高い海外への積極的な展

開を目指すとともに、多様な中小企業とも連携していきたい。」と考えている。 

 株式会社TBM（中央区）は、紙やプラスチック

の代わりとなる新素材「LIMEX」の開発と製造を通

じて、地球の資源問題解消に貢献するビジネスを展

開している。 

 紙の生産には木材や水が大量に必要であるが、同 
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Column 

 都産技研バンコク支所では、海外規格や品質などの

技術課題に対して、技術相談やセミナー等を実施し、

相談実績は年間約300件にのぼる。また、タイにおけ

る試験機関の情報提供と機関交流も実施しており、多

くの日系の中小企業から高く評価されている。 

■東京都中小企業振興公社によるASEAN展開サポート 

■東京都立産業技術研究センターによる技術相談 

Column 

製品は石灰石が主原料のため、大幅な水資源の削減が可能である。また、再加工に

よりプラスチック代替品を作ることで、高効率なリサイクルも可能である。 

 

 タイの首都バンコクに2015年12月に開設した公社

のタイ事務所では、現地ビジネスに精通した職員が経営

面についての相談に無料で対応するほか、現地企業との

ビジネスマッチングなどを実施している。また、インド

ネシア、ベトナムにもサポートデスクを設置し、海外展

開支援の一層の強化を図っている。 
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■メイカーズが次々と生まれる都市「深圳」 

 中国の深圳では、官民によるベンチャーの支援体制が充実

している。スタートアップベンチャーを支援するため、都市

内の随所に「メイカースペース」と呼ばれる施設が整備され

ている。施設内には、例えば製品開発に必要となる材料や３

Dプリンター、試験・検査機器のほか、宿泊設備なども整備 

され、ベンチャー企業が低コストで開発に集中できる環境を整えている。 

 中国政府も、メイカースペースの設置を推し進めており、深圳内では、政府の支

援を受けて約250か所（2017年現在）もの施設が運営されている。 

Column 

 都のビジネスプランコンテストで優秀賞を受賞し

た中村氏が代表を務めるCARTIVATOR（カーティ

ベーター）は、「モビリティを通じて次世代に夢を

提供する。」をミッションに、2012年に始動した

団体で、2018年現在、航空・自動車業界を中心に 

100名以上の有志メンバーで空飛ぶクルマの開発を行っている。 

 中村氏は、「空飛ぶクルマは、メンバー数名で『次世代に刺さるモビリティ』に

ついて議論し、100個以上のアイデアから出てきたもの。最初は周りに伝わらず、

夢物語と思われていたのではないか。」と振り返る。起業（活動開始）後プロトタ

イプなどを作り、多くの人にプレゼンテーションで伝えるうちに、少しずつ理解を

得られた。 

■２０２０年東京大会、その先を見据えて 

 大きな転換期は、大手自動車メーカーグループから

の協賛のニュースが新聞に載ってから。「迫力ある飛

行試験、企業からのスポンサードなど、有志活動とし

ては全てが想像を超えた、インパクトのあることが 

■次世代に刺さる「空飛ぶクルマ」への挑戦 

日々起きている。」と中村氏。2050年までに誰もがどこでも飛べることを目標に

意欲的に取り組み続けている。 

Column 



■海外のマーケティングを経て、米国西海岸に事業所を新設 

 株式会社ゼスト（中央区）では、人材や機材手配に係るスケ

ジュール管理という複雑な作業を自動化する“行動予定表自動化

システム“を開発、販売を開始した。JETROの支援により米国

の訪問看護・介護分野で導入可能性が高いことが判明し、 女性

起業家を支援する都の「APT Women」事業の海外派遣プロ 

グラムを活かして米国で進出地域の選定に着手した。その結果、シリコンバレーに事

務所を開設することに成功。伊藤由起子社長は「米国での事業所開設という経営判断

に非常に有効であった。」と語る。 
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Column 

■グローバル展開の足がかりとしてＮＹへ進出 

 河本扶美子社長は、このサービスは海外での競争力が極めて高いと考え、海外で

のＰＲの機会を模索していた。そのとき都の「APT Women」事業を知り、第一期

生に応募。派遣先のニューヨークで人脈を構築し、5人の登録事業者が現地でＰＲの

機会を得ることに成功した。 

 河本社長は「スケールアップを目指す女性起業家のネットワークが獲得できた。

これも貴重な財産である。」と語る。 

  株式会社ファーストブランド（渋谷区）は、専門家

登録サイトを運営している。このサービスは、サイト

の運営だけでなく登録個人事業主らの強みや専門性を

PRしていくためのアドバイスを提供しており、地元か

ら全国へと活躍の場を広げる講師等が数多く生まれて

いる。 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjcstXrvb_fAhULXrwKHT_RC8AQjRx6BAgBEAU&url=https://thepedia.co/article/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89%E3%80%81%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%AF%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%A2%E3%83%81%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7/&psig=AOvVaw2FELsu6ps8fyc-Wnjagf83&ust=1545981980904144
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 都では、商店街での開業を希望する若者や女性を後押

しするため、「チャレンジショップ 創の実」を開設し、

専門家のアドバイスや実際の店舗運営を経験してもらう

ことにより、商店街での本格的な開業を目指す経営者を

支援している。 

■商店街で民間交番 

 明大駅前商店街（世田谷区）では、自分たちの街

は自分たちで守ろうと、安全安心の街づくりをコン

セプトにかかげ、2002年、明大前駅改札口前に、

日本初の民間交番「明大前ピースメーカーズ ボッ

クス」を開設。週６日の防犯パトロール活動を実施

している。これにより、地域の犯罪件数を537件 

（2003年）から15件（2011年）へと激減させた。全国に設置が広がりつつある

民間交番の先駆けである。 

■商店街での開業を目指す女性や若者を支援 

Column 

 商店街の抱える空き店舗や後継者不足などへの対応として、新たな店舗の開業に

より、地域の活性化に大いに貢献していくことが期待されている。 



■地域の資源を活用した製品開発 

■閉店する地元洋菓子店を事業承継し、菓子工房を設立 

 酒類や飲料の卸売会社トウショ酒販株式会社（神津島

村）を引き継いだ宮川社長は、村の美味しい水を使った

ビールを作りたいと思い続けていた。ビールづくりの知識

や経験はなかったが、東京2020大会の決定を受け、神津

島の名を全国に広めるチャンスと、神津島クラフトビール 

づくりに着手。都の支援も受けながら課題をクリアして、自社の地下倉庫を改造し

た醸造施設とビアパブをオープンし、自家醸造ビールを発売した。宮川社長は、｢日

向麦酒や神津島をもっと広く知ってもらうためのきっかけにしたい。」と語る。 

 1945年創業の金澤建設株式会社（小金井市）の金澤

社長は、地元で愛されてきた小さな洋菓子店の閉店の話

を聞き、その味を何とか残したいと、異業種でありなが

ら菓子作りの事業承継を決意した。店を居抜きで借り、

レシピを受け継ぎ、「菓子工房ビルドルセ」をスター 

ト。人気商品だった「カスタードパフ」を地元の名物に 

しようと「黄金井パフ」に名前をかえて販売し新作も開発。商品の販売は伸び、商工

会の「ニッポン全国おやつランキング」でも評判となった。金澤社長は「地元の味を

絶やしたくないという強い想いと仲間たちの存在があり承継できた。SNSの更なる

活用などにより知名度を高めたい。」と語る。 

Column 
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 創業100年を超える法律関連の書籍販売業である株式

会社至誠堂書店（文京区）は、近年ＥＣ関連の販売が増

加するも、社内システムが老朽化し、使い勝手の悪さか

ら事務作業が煩雑化する等、大きな経営課題を抱えてい

た。そこで、東京商工会議所の経営指導員や専門家によ 

る継続的な支援を受けて、社内体制を見直すとともにシステムの入れ替えを実施。

ＥＣサイトを刷新し、効率的な在庫管理システムを導入することで、業務効率化と

売上向上を同時に実現している。 

■老舗書籍販売業のＩＴ導入による業務効率化、売上向上の実現 



11 

 同社の細貝社長は、さらに人材の育成にも力を入

れる。社員の能力開発を目的として、社員個々の目

標管理と連動した人事評価制度や若手技術者の育成

に取り組んでもらうための再雇用制度の導入、技術

士を招いての国家試験対策等の講義の実施などに取

り組んでおり、同社には、高度な加工機である同時 

■技能向上と社員のモチベーションアップ 
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5軸制御マシニングセンターなどを取り扱える一級技能士が多数勤務している。 

■人材育成と設備投資 

 細貝社長はさらに「社員のスキルやモチベーションを高めるためにも最先端の設

備を導入することは重要。そうした取組にも役立つ都の助成制度は今後も中小企業

にとって必要。」と語る。 

 

Column 

■認証取得により高い技術の保証と信頼を獲得 

 非鉄金属材料販売から精密機械加工、検査まで一貫して

手掛けることを強みとする株式会社マテリアル（大田区）

では、2000年代に取引先の不安定さから下請け脱却の必

要性を痛感した。そこで自社評価を高めるため、

ISO9001品質マネジメントシステム、ISO14001環境マ

ネジメントシステムを認証取得。更にJISQ9100を認証

取得し成長産業への参入を果たし、航空宇宙防衛産業で求

められるより高度な品質を常に追求する姿勢を持ち、信頼

を獲得している。 



 テレワークの導入で、残業時間の削減や平準化が

進み、年間の残業時間は約3分の１にまで減少した。

同社では、「テレワークなどにより、業務効率が大

幅に改善しました。また、勤務の形態を理由とした

離職はこれまで発生していない。」と語る。 

■ライフ・ワーク・バランスで多様な働き方を推進 

 株式会社クレストコンサルティング（千代田区）で

は、「従業員は会社の財産」という考えのもと、総合

的に取組を推進し、「平成29年度 東京ライフ・ワー

ク・バランス認定企業」大賞を受賞した。 

 同社は仕事と家庭の両立に悩むフルタイム勤務の中 

 

■取り組みのポイントは「お互い様」の意識づくり 

 育児中の社員が急遽出社できなくなった時でも、在宅勤務で対応が可能なため、

グループ内で作業負担の偏りが減少している。約20名の従業員の間には苦しい時は

「お互い様」という協力や連帯の意識が広がっている。 

■テレワークの導入で業務効率が改善 
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Column 

Column 

■多摩地区製造業で女性の活躍推進や働き方改革に向けた取組がスタート 

 経営者など11名の委員全員が女性の「女性活

躍推進プロジェクト会議」が、東京都商工会連合

会により平成30年11月に始まった。会議では、

ものづくり現場での女性の採用や育成等の課題を

議論し、女性活躍に向けた取組方向をまとめ、 

堅社員に向けて、短時間勤務制度を導入したほか在宅勤務（テレワーク）制度や時

間外勤務・休日出勤の事前申請制を開始し、育児や介護と仕事の両立に関する社内

研修も実施した。 

中小製造業における人材の活用と雇用の確保に取り組んでいく。 



「中小企業振興に関する中長期ビジョン（仮称）中間のまとめ」 
に対する意見の概要 

 本ビジョンの策定にあたっては、「中小企業振興に関する中長期ビジョン(仮称) 中間

のまとめ」を2018年11月19日に公表し、都民をはじめとする皆様に対してご意見を募

集しました。頂いたご意見に対しては、必要に応じてビジョンに反映する他、今後の施策

展開の参考にさせていただきます。 

 

○都民等への意見募集 

 実施期間 ２０１８年１１月１９日から同年１２月１８日まで 
 受付方法 インターネット（電子申請）、郵送およびファクシミリ 
 受付数  ３２ 
 意見総数 ７５ 

意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

第１章 東京の中小企業を取り巻く環境とその変化  

 
○東京には一生懸命がんばっている中小企業やオンリーワンのノウハウ
を持つ企業などが集まっています。そうした中小企業の先進事例を紹
介してはいかがでしょうか。 
 

当面の施策展開 
Ｃｏｌｕｍｎ 

 
○多様な産業があり、しかも同一産業内部でも異なった小規模・中小企
業が東京には存在している。東京という地域の個性である現在の産業
集積を具体的に調査、把握するなど、更なる現状把握をすすめ、その
成果の上に振興施策の具体化をしていただきたい。 
 

Ｐ84 
③中小企業の利便性の向上 
（支援体制の充実） 

 
○現状：中小企業の雇用確保が難しくなってきている。 
○対応：企業における業務マニュアルの作成等の支援を行い、働く人の
質の統一や機械化等を推進。また、外部人材の活用の検討も推進。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開①② 
（戦略的な人材の確保のため
の支援）など 

第２章 中小企業振興に向けた施策展開 

 （１）持続可能性のある経営を実現  

 
○中小・小規模事業者は、日々の業務遂行に追われ、ＩＣＴ等の導入に
は、導入のためのヒアリング調査から難色を示すケースが多いと思わ
れる。身近の支援機関等の職員がその導入の意義等を適切に説明し
ないと、簡単にはいかないと思われる。 
 

P32 
当面の施策展開① 
（ＩＣＴ化の推進による生産性
の向上） 

 
○②販路開拓の強化について、「国際展示場等の運営」とあるが、多摩
地域では、同様の施設運営は行わないのか？ 
 

Ｐ69 
当面の施策展開① 
（広域的な産業交流の活性
化） 
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意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

 
○創業のエコシステムには、民間の力を利用する記載がありました。 
事業承継を支援する場合も民間の力を利用してはいかがでしょうか。 
 

Ｐ36 
当面の施策展開⑤ 
（事業承継の実効に向けたき
め細かい支援）など 

 （２）イノベーションの創出や海外展開による力強い成長  

 
○政策目標の2つ目の成長している企業割合と言う目標については、ど
のようなものなのかよくわかりません。注釈をつけるとか説明をお願い
します。 
 

Ｐ24 
２ 達成目標 
（２）イノベーション創出や海
外展開による力強い成長 

 
○既に工業系大学では、既存企業との交流を行っているとの声を聞い
たことがあり、新規の中小・小規模事業者が参入するのが難しいと聞
いたことがある。 
革新的なノウハウや製品開発力を持つ事業者は、必ずいるので、まさ
にオープンにイノベーションできる環境は、整備していただきたい。 
 

Ｐ47 
当面の施策展開③ 
（オープンイノベーションの促
進） 

 （３）世界有数の起業しやすい都市へと発展  

 
○戦略3の見出しに「起業」が使われているが、施策①には「創業」が使
われており、イメージしづらい。 
 

Ｐ25 
３ 中小企業の振興に向けた
施策体系 
①起業が身近な選択肢とな
る環境の形成など 

 
○ 「アントレプレナーシップ」や「アクセラレーター」について、当該用語
に都民は、全くなじみがない。 
 

Ｐ52 
10年後の中小企業像など 

 
○女性で起業を志す方は、子育て世代に多く、現実には「おうち創業」
的な方が非常に多い。「世界の市場における販路の拡大」と言われて
も、それを実行できる方は極少数であり、限定的な支援になるのでは
ないか。 
 

Ｐ59 
当面の施策展開② 
（女性や高齢者などへの起業
支援） 

 （４）小規模企業の活躍等による地域力の向上  

 
○創業支援拠点の整備を検討とあるが、大規模工場の撤退が相次いで
いる多摩地域を、ものづくり中小・小規模企業の集積地として、再生さ
せ、新しい産業を芽生えさせる施策をお願いします。例えば、国内や
海外の企業が活動する新たな中小企業向け拠点(ものづくりとインキュ
ベーションの機能を併せ持つ施設)の整備について検討されたい。 
 

Ｐ69 
当面の施策展開① 
地域のものづくり企業の集積
を活かした産業の発展 

 （５）多様な人材が中小企業で活躍  

 
○製造業が人材を必要としている昨今、なかなか人が集まらないという
状況です。中には倒産したり廃業する企業もあると思います。そのこと
によって失業した人材をすぐに受け入れられるような方法をシンクタン
クを活用するなどして取り組めたら良いかと考えます。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開① 
（総合的なサポート） 
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意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

 
○東京都には人材を育成するための施設として職業訓練校があると思
います。この施設を中小企業の人材育成にもっと使うことができるよう
支援の充実をお願いします。 
 

Ｐ79 
当面の施策展開① 
（人材育成のための訓練の場
の提供） 

 
○小規模事業所の従業員は、そもそも身内が労働者として働いている
事業所が多く、働き方改革を推進すると事業として成り立たなくなり継
続が危ぶまれる。そのため小規模事業所に対しては職場環境の整備
に向けた事例を提示する等、配慮する必要がある。 
 

Ｐ80 
当面の施策展開③ 
（働き方改革の一層の推進） 

効果的な施策展開を実現するために  

 
○中小企業の経営者からは、様々な施策があるのはわかっているが、自
社が使用できるものかどうかがわかりづらく、要件を確認するのが手間
になっているとの声を聞きます。業種別や規模別等による区分を設定
することにより、施策の対象を理解しやすいような工夫があると施策の
認知度の向上につながるかと存じます。 
 

Ｐ85 
具体的な取組内容④ 
（事業内容のより分かりやす
い発信） 
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その他のご意見など 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 
 

○経営マネジメントについて考えるとき確かに利益は大切な視点です。
そのため政策目標として掲げることに意義はあります。しかし顧客を大
事に考え、顧客を創造し、その結果として利益がついて目標達成する
ことが重要だと思います。そのため5つの目標を総合的に達成していく
ことがとても重要だと考えます。 
 

Ｐ84 
具体的な取組内容① 
（施策のＰＤＣＡの徹底） 

 
○人口減少のため、外国人の雇用は必須ですが、会社を経営する側と
しては、外国人を採用し定着させるコストが大きい。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開① 
（戦略的な人材の確保のため
の支援） 


